
 令和 7 年度 沖縄県 IHEAT 事業における研修及び訓練実施要領 

 

１．目的 

新興感染症等の発生やまん延に伴う感染症健康危機が発生した際に、IHEAT(Infectious 

disease Health Emergency Assistance Team) 要員として登録されている地域の保健師等の専

門職が、保健所等の支援に即応できることを目的に研修及び訓練を行う。 

 

２．各研修及び訓練の目標 

（１）基本研修（e-learning） 

保健所の感染症業務に従事するために必要な、健康危機管理や感染症法に基づく基本

的な知識を理解する。 

（２）応用的な研修 

 保健所の感染症業務に関する講義や演習を通して応用力を身につける。 

（３）実践型訓練 

保健所の感染症業務に係る実践的な訓練を通して理解を深め、対応力を養う。 

 

３．対象者 

県内の保健所等への支援を想定しているため、IHEAT 運用支援システム (以下「IHEAT.jp」

という)に登録されている県内居住の第一支援自治体が【沖縄県】の IHEAT 要員を対象とす

る。ただし、２（２）及び２（３）の研修は、２（１）を修了した者を対象とする。 

 

４．履歴の管理 

IHEAT 要員への研修及び訓練の案内、受講申込、受講履歴、謝礼金支払い歴等の管理は

IHEAT.jp を通じて行う。 

 

５．研修協力謝礼金及び旅費の支払い  

 研修受講者及び訓練参加者に対し、以下の条件に基づき支払う。ただし、本年度中に他自治

体から研修協力謝礼金を受け取っていない者に限る。また、基本研修の研修協力謝金は、新規

受講者等以前に研修協力謝金を受け取っていない受講者に支払うこととする。 

（１）研修協力謝礼金 

① 基本研修（e-learning）：15,000 円 ＊年度内に 1 度、新規受講者に限る 

② 応用的な研修：１時間当たり 6,600 円（上限 20,000 円） 

＊年度内に 1 度のみ、受講時間 3 時間 

③ 実践型訓練：１時間当たり 8,300 円（上限 50,000 円） 

         ＊年度内に 1 度のみ、受講時間 6 時間 

（２）旅費 

沖縄県会計年度任用職員の報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例（令和元年沖縄県条

例第 42 号）に規定される額とする。ただし、e-learning 等の WEB 研修の場合は支給しな

い。 



 

（表）       令和７年度 IHEAT 要員向け研修スケジュール 

研修名 （１）基本研修 （２）応用的な研修 （３）実践型訓練 

時期 

 

令和７年 9 月５日 

～令和７年 10 月 31 日 

令和７年 10～12 月予定 令和７年 10～12 月 

案内時期 

 

令和７年９月２日 

～令和７年 10 月 15 日 

研修 1 か月前に通知予定 各訓練 1 か月前に通知予定 

受講 

対象 

(受講回数) 

第一支援自治体が沖縄

県の IHEAT 要員 

（１回/年） 

基本研修を受講しており、 

第一支援自治体が沖縄県の IHEAT 要員 

（各１回/年） 

実施 

主体 
地域保健課 

保健所 

地域保健課 

保健所 

地域保健課 

会場 e-learning 検討中 

 

検討中 

 

年間の 

実施 

回数 

１回（約 5 時間） 

 

 

検討中（合同で実施する可能性あり） 

 

内容 

一般財団法人日本公衆

衛生協会の e-learning

教材を活用 

（仮） 

①IHEAT 事業について 

②積極的疫学調査のポイ

ント（クラスター予防の視

点から） 

（仮） 

積極的疫学調査のグループ

ワーク 

PPE 着脱訓練など 

 

講師 なし 
①地域保健課 

②県保健所職員  等 

感染症対策を専門とする医

師、感染症認定看護師、保健

所職員 等 

 

※内容については、変更する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

令和７年度 基本研修（e-learning） 

 

１．研修の目的 

保健所の感染症業務に従事するために必要な、健康危機管理や感染症法に基づく基本的な

知識を理解する。 

 

２．研修対象者 

第一支援自治体が沖縄県の IHEAT 要員 

（IHEAT.jp に登録しており、かつ県内居住者とする。） 

 

３．時期 

令和７年９月５日（金）～10 月 31 日（金） 

 

４．方法 

e-learning（一般財団法人日本公衆衛生協会運営サイト） 

 

５．内容 

一般財団法人日本公衆衛生協会が作成した教材を活用する。 

 

６．案内時期 

令和７年９月２日（火）～10 月 15 日（水） 

 

７．研修協力謝礼金の支払いについて 

教材に付属する全てのテストに合格していることを支払い条件とする。 

ただし、テストは合格するまで何度でも受験可能とする。 

別紙１ 


